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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　移動体に設けられる無線電力伝送の制御装置であって、
　前記移動体の周辺に存在している伝送媒体を経由して、前記移動体に備えられた受電ア
ンテナを介して電力を無線で受電する際の前記伝送媒体の特性を示すデータを取得するデ
ータ収集手段と、
　前記データを用いて前記伝送媒体の特性の変化を予測した予測伝送特性を導出し、前記
予測伝送特性に対応した制御パラメータを算出するデータ予測手段と、
　前記制御パラメータを用いて前記移動体および前記受電アンテナの制御を行うパラメー
タ制御手段と、を有し、
　前記伝送媒体は海水であり、前記伝送媒体の特性は前記海水の温度、流速および圧力の
少なくとも一つを含む、無線電力伝送の制御装置。
【請求項２】
　前記制御パラメータは、前記移動体の位置を定めるパラメータ、前記受電アンテナの周
波数を定めるパラメータおよび前記受電アンテナの負荷を定めるパラメータを含む請求項
１に記載の無線電力伝送の制御装置。
【請求項３】
　前記データ収集手段は、前記移動体に設けられて、前記データを検出する複数のセンサ
を備え、
　前記センサは、前記伝送媒体の異なる特性を検出する請求項１または２に記載の無線電
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力伝送の制御装置。
【請求項４】
　前記制御パラメータは、電力伝送効率を最適化するパラメータである請求項１から３の
いずれか一項に記載の無線電力伝送の制御装置。
【請求項５】
　前記制御パラメータは、前記制御を行う際の応答速度が最も速くなるようなパラメータ
である請求項１から４のいずれか一項に記載の無線電力伝送の制御装置。
【請求項６】
　前記移動体の位置を制御する移動体制御手段をさらに備え、
　前記移動体制御手段は、前記移動体の、お互いに異なる複数の座標軸に関する姿勢を制
御する複数の姿勢制御手段を含む請求項１から５のいずれか一項に記載の無線電力伝送の
制御装置。
【請求項７】
　前記受電アンテナの制御を行うアンテナ制御手段をさらに備え、
　前記アンテナ制御手段は、前記受電アンテナの負荷を制御する負荷制御手段と、
　前記受電アンテナの周波数を制御する周波数制御手段と、を含む請求項１から６のいず
れか一項に記載の無線電力伝送の制御装置。
【請求項８】
　移動体の周辺に存在している伝送媒体を経由し、前記移動体に備えられた受電アンテナ
を介して電力を無線で受電する際の前記伝送媒体の特性を示すデータを、前記移動体に設
けられた無線電力伝送の制御装置が取得し、
　前記データを用いて前記伝送媒体の特性の変化を予測した予測伝送特性を前記制御装置
が導出し、
　前記予測伝送特性に対応した制御パラメータを前記制御装置が算出し、
　前記制御パラメータを用いて前記移動体および前記受電アンテナの制御を前記制御装置
が行うものであり、
　前記伝送媒体は海水であり、前記伝送媒体の特性は前記海水の温度、流速および圧力の
少なくとも一つを含む、無線電力伝送の制御方法。
【請求項９】
　請求項１から７のいずれか一項に記載の無線電力伝送の制御装置および受電アンテナを
備える移動体と、
　前記移動体に電力を無線で送信する電力送信装置と、を含み、
　前記無線電力伝送の制御装置は、無線電力伝送の周波数および電力伝送効率の目標値を
含む伝送情報を決定し、
　前記移動体は、前記伝送情報を前記電力送信装置に送信する無線電力伝送システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、無線電力伝送の制御装置、無線電力伝送システムおよび無線電力伝送の制御
方法に関し、特に、空中や水中などにおいて制御対象が移動している環境下での無線電力
伝送の制御装置、無線電力伝送システムおよび無線電力伝送の制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電力を無線で伝送するシステム（無線電力伝送システム）において、電磁誘導現象を利
用するシステムが考えられてきた。また、無線電力伝送システムにおいて、電磁誘導現象
を利用するシステムの他に、磁界エネルギーの共鳴現象（磁界共鳴）を利用するシステム
が提案されている。この磁界共鳴を利用するシステムは、電磁誘導現象を利用する無線電
力伝送システムに比べて、伝送距離と伝送効率の間にトレードオフの関係が生じない、と
いう特徴を持つ。そのため、この磁界エネルギーの共鳴現象を利用するシステムは、携帯
電話やＥＶ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｖｅｈｉｃｌｅ：電気自動車）等の電気機器への充電技
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術として期待されている。
【０００３】
　この磁界共鳴を用いる無線電力伝送システムにおいては、送電アンテナおよび受電アン
テナの相対位置関係や、アンテナ間の媒体（以後、伝送媒体と呼ぶ場合がある）の状態が
変わった際の、電力伝送特性の変動を補償する技術が重要である。その理由は、送受電ア
ンテナ間の相対位置関係や媒体の状態が変化すると、受電アンテナを通過する磁束量が変
化し、最大の電力伝送効率が得られる周波数（最適周波数）や負荷（最適負荷）が変化す
るためである。
【０００４】
　ここで、図１０は、共鳴方式を用いた場合における、電力伝送効率と周波数の関係を示
す概念図である。送電アンテナと受電アンテナとの距離が、距離ａ（実線）および距離ｂ
（破線）である場合における、電力伝送効率と周波数の関係がそれぞれ示されている。つ
まり、送受電アンテナ間の距離によって、電力伝送効率と周波数の応答関係は変化し、そ
れに伴って、電力伝送が最大となる最適な周波数が変化している。なお、このような最適
周波数の変化は、共鳴状態の変化、すなわち、磁束の結合状態の変化によって発生するこ
とが知られている。
【０００５】
　このような共鳴状態の変動を補償する技術は、ＥＶ等の移動体に対して効率よく充電す
る技術として特に重要である。例えば、ＥＶが、地面に設置されたソースに接近して停止
した場合を想定してみると、運転者によってＥＶの停止位置にばらつきが生じる。そのた
め、地面に設置されたソースに搭載された送電アンテナとＥＶに搭載された受電アンテナ
との相対位置関係（距離や角度）が、給電機会毎に変動することになる。従って、共鳴状
態の変動（磁束の結合状態の変動）を補償する技術が重要となる。
【０００６】
　この共鳴状態の変動を補償するため、送電アンテナおよび受電アンテナの回路定数（容
量）を調節して、アンテナの周波数および負荷を最適に調整する回路システム（制御装置
）が検討されている。さらに、補償の精度や応答性を高めるため、電力伝送特性の周波数
に対する微分値から、最適周波数の制御方向、すなわち、高周波側ないしは低周波側のど
ちらに最適周波数を制御すれば良いかを計算するシステムが知られている。このような制
御装置の例が、例えば、特許文献１に記載されている。
【０００７】
　特許文献１には、無線で電力を伝送する装置の調整システム、方法および機器が開示さ
れている。この無線電力伝送装置は、一例として送信コイルを有する送信回路を備えてお
り、この送信回路により負荷に対して無線で電力を供給する。ここで、送信コイルは所定
の共振周波数で共振する。また、送信回路は回路定数（リアクタンス）を有している。こ
の無線電力伝送装置は、負荷に電力を供給している間の共振周波数の変化を検出する検出
回路を備えており、この共振周波数の変化に基づいて、リアクタンスを調整することがで
きるとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】国際公開第２０１２／１４５３２７号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　図１１は、関連技術による無線電力伝送の周波数制御の概念を説明するためのブロック
図である。また、図１２Ａは、無線電力伝送の周波数特性を最適制御する関連技術を説明
するために、周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり
、図中の点は時刻Ｔ０における動作点を示す。図１２Ｂは、周波数（ｆ）に対する無線電
力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ１１における動
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作点を示す。図１２Ｃは、周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示した
グラフであり、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ２１における動作点を示す。これら図１２Ａ乃至
図１２Ｃには、共鳴状態の変動が補償されるようすが示されている。具体的には以下のと
おりである。はじめに、ＥＶが時刻Ｔ０において、送電アンテナ付近に停止する。図１２
Ａの○印は、現時刻の動作点（動作周波数）を表す。次に、ＥＶは、送電アンテナ端にお
ける反射電力のモニタや受電アンテナとの通信等の方法によって、現状の電力伝送効率η

ｏｕｔ（図１１の出力端）を検出する。続いて、検出したηｏｕｔをフィードバックし（
図１１の出力端から入力端への帰還経路）、目標とする電力伝送効率ηｃｍｄ（図１１の
入力端）との差分により、制御ゲインｆ（Δη)および周波数制御の方向（高周波方向ま
たは低周波方向）を決定するｆ制御が行われる（図１１のｆ（Δη)およびｆ制御）。次
に、時刻Ｔ０＋Ｔ１１において、周波数発生回路が、制御ゲインおよび周波数制御の方向
に基づいて周波数制御を行う（図１１のｆ発生回路）。すると、電力伝送効率の動作点（
動作周波数）は、現状値から変化し始める（図１２Ｂ）。続いて、ＥＶは、改めて電力伝
送効率ηｏｕｔを検出する（図１１の出力端）。以上のようなｆ制御と電力伝送効率の再
設定を行うフィードバックループが繰り返される。このような帰還制御が、図１１におけ
る制御の概念である。そして、最適周波数による伝送が行える状態、すなわち、ηｃｍｄ

が得られる状態になった場合（時刻Ｔ０＋Ｔ２１）、フィードバックが終了する（図１２
Ｃ）。このように、関連する制御装置は、電力伝送特性の周波数に対する微分値から最適
周波数の制御方向を計算し、求めた結果に応じて周波数や負荷を制御している。
【００１０】
　しかしながら、関連する制御装置には以下のような問題があった。関連する制御装置が
搭載されるものには、例えば、無線電力伝送システムを構成している送電アンテナや受電
アンテナを搭載する、ヘリコプター、ＡＵＶ（Ａｕｔｏｎｏｍｏｕｓ　Ｕｎｄｅｒｗａｔ
ｅｒ　Ｖｅｈｉｃｌｅ：自律型無人潜水機）および移動する人の保有する電子機器などが
ある。空中や水中等で稼働するこれらヘリコプター、ＡＵＶ、および人が所持する電子機
器（以後、移動体と呼ぶ場合がある）などに無線電力伝送を行う場合、風、浮力または潮
流等による周辺環境の変動や移動体の揺れなどが、定常的かつ不規則に生じる。そのため
、関連する制御装置を用いた場合、周辺環境の変動や移動体の揺れ（以後、環境変動と呼
ぶ場合がある）による周波数や負荷の変動に対する追従制御が困難となり、安定した補償
が困難であった。これは、陸上で稼働するＥＶに無線電力伝送を行う場合とは異なり、空
中や水中等で稼働する移動体に無線電力伝送を行う場合、電力を無線で伝送する環境下で
の環境変動が電力伝送特性に強く影響するからである。より詳細には次のような影響が懸
念される。
【００１１】
　図１３は、無線電力伝送システムにおいて、環境変動が定常的に不規則に発生した場合
の伝送特性の変化を説明するための図である。すなわち、水中での無線電力伝送において
、移動体の揺れが発生する前（時刻Ｔ０）および発生した後（時刻Ｔ０＋Ｔ２２）におけ
る、周波数と電力伝送効率の関係を示す。ここで、実線は時刻Ｔ０、破線は時刻Ｔ０＋Ｔ

２２での無線電力伝送特性である。また、図１４Ａは、無線電力伝送において環境変動が
発生している場合（水中の場合）の関連技術による周波数制御を説明するために、現時点
における周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり、図
中の点は時刻Ｔ０における動作点を示す。図１４Ｂは、現時点における周波数（ｆ）に対
する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ１２

における動作点を示す。図１４Ｃは、周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の時刻Ｔ０＋Ｔ

１２での伝送効率（η）（予測値）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ１２

における動作点を示す。図１４Ｄは、周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の再決定すべき
ときの伝送効率（η）（予測値）を示したグラフであり、図中の点は再決定すべき制御方
向における動作点を示す。まず、所定の電力伝送効率と周波数で制御されている（図１４
Ａ）。そして、時刻Ｔ０＋Ｔ１２において、周波数制御が開始される（図１４Ｂ）。さら
に、時刻Ｔ０＋Ｔ２２において移動体の揺れが発生し、電力伝送特性が変化すると（図１
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４Ｃ）、周波数制御の方向がそのまま維持された場合には電力伝送特性が劣化する方向に
向かうようになる。そのため、伝送効率が改善しないという問題が生じる。すなわち、関
連する制御装置が算出した最適化方向に周波数を追随させているにも関わらず、伝送効率
が改善しない。周波数制御の方向は図１４Ｄのように決定し直す必要がある。しかしなが
ら、移動体の揺れは定常的かつ不規則に発生しているため、関連する制御装置の制御では
追従できず、電力伝送が最大となる最適条件に対する周波数制御が困難である。以上のよ
うに、関連する制御装置では、環境変動による周波数や負荷の変動に対する追従制御が困
難であるという問題を生じる。
【００１２】
　以上述べた問題は、空中を飛ぶ無人ヘリコプターや水中で駆動するＡＵＶを用いた場合
、すなわち、送電アンテナと受電アンテナを搭載した機器の位置関係が、常に変動する場
合において発生する問題である。なぜなら、地上を走行するＥＶなどの移動機器の場合、
機器が一旦停止すれば、送電アンテナと受電アンテナを搭載した移動機器の位置関係が変
化することはまず無いからである。
【００１３】
　本発明の目的は、上述した課題である、無線電力伝送においてその伝送環境の変動が定
常的かつ不規則に発生しているような状況下では、安定して給電することが困難である、
という課題を解決する無線電力伝送の制御装置、無線電力伝送システムおよび無線電力伝
送の制御方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本発明の無線電力伝送の制御装置は、移動体に備えられた受電アンテナを介して電力を
無線で伝送する際の伝送媒体の特性を示すデータを取得するデータ収集手段と、データを
用いて伝送媒体の特性の変化を予測した予測伝送特性を導出し、予測伝送特性に対応した
制御パラメータを算出するデータ予測手段と、制御パラメータを用いて移動体および受電
アンテナの制御を行うパラメータ制御手段と、を有する。
【００１５】
　本発明の無線電力伝送の制御方法は、移動体に備えられた受電アンテナを介して電力を
無線で伝送する際の伝送媒体の特性を示すデータを取得し、データを用いて伝送媒体の特
性の変化を予測した予測伝送特性を導出し、予測伝送特性に対応した制御パラメータを算
出し、制御パラメータを用いて移動体および受電アンテナの制御を行う。
【００１６】
　本発明の無線電力伝送システムは、上記無線電力伝送の制御装置及び上記受信アンテナ
を備える移動体と、移動体に電力を無線で送信する電力送信装置を含み、無線電力伝送の
制御装置は、無線電力伝送の周波数および電力伝送効率の目標値を含む伝送情報を決定し
、移動体は、伝送情報を電力送信装置に送信する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、予測された将来の環境変動に対応した制御パラメータを用いて無線電
力伝送を制御することが可能となる。その結果、環境変動が連続して発生している空中や
水中などの環境下であっても、安定して給電することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の第１の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置の構成を示すブロック
図である。
【図２】本発明の第１の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置において、海水中で温
度変動が発生した場合の伝送特性の変化を説明するための図である。
【図３Ａ】本発明の第１の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置において、海水中で
温度変動が発生した場合の周波数制御を説明するために、現時点における周波数（ｆ）に
対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０１にお



(6) JP 6763143 B2 2020.9.30

10

20

30

40

50

ける動作点を示す。
【図３Ｂ】現時点における周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示した
グラフであり、図中の点は時刻Ｔ０１＋Ｔ１２１、における動作点を示す。
【図３Ｃ】周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の時刻Ｔ０１＋Ｔ２２１での伝送効率（η
）（予測値）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０１＋Ｔ２２１、における動作点
を示す。
【図３Ｄ】周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の時刻Ｔ０１＋Ｔ３３１での伝送効率（η
）（予測値）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０１＋Ｔ３３１における動作点を
示す。
【図４Ａ】海水中での無線電力伝送に対して、海水中で温度変動が発生した場合の周波数
制御の効果を説明するために、関連技術を適用した場合における制御量の変動幅を示した
グラフである。
【図４Ｂ】海水中での無線電力伝送に対して、海水中で温度変動が発生した場合の周波数
制御の効果を説明するために、本実施形態の技術を適用した場合における制御量の変動幅
を示したグラフである。
【図５】本発明の第２の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置の構成を示すブロック
図である。
【図６】本発明の第２の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置において、制御の動作
を説明するための図である。
【図７】本発明の第３の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置の構成を示すブロック
図である。
【図８】本発明の第４の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置の構成を示すブロック
図である。
【図９】本発明の第５の実施形態にかかる無線電力伝送システムの構成を示す模式図であ
る。
【図１０】共鳴方式を用いた場合の、送電アンテナと受電アンテナ間の距離が異なる場合
における電力伝送の特性を示す概念図である。
【図１１】関連技術による無線電力伝送の周波数制御の概念を説明するためのブロック図
である。
【図１２Ａ】無線電力伝送の周波数特性を最適制御する関連技術を説明するために、周波
数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり、図中の点は時刻
Ｔ０、における動作点を示す。
【図１２Ｂ】周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり
、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ１１における動作点を示す。
【図１２Ｃ】周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示したグラフであり
、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ２１における動作点を示す。
【図１３】無線電力伝送システムにおいて、環境変動が定常的に不規則に発生した場合の
伝送特性の変化を説明するための図である。
【図１４Ａ】無線電力伝送において環境変動が発生している場合の関連技術による周波数
制御を説明するために、現時点における周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（
η）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０、における動作点を示す。
【図１４Ｂ】現時点における周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効率（η）を示し
たグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ１２、における動作点を示す。
【図１４Ｃ】周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の時刻Ｔ０＋Ｔ１２での伝送効率（η）
（予測値）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０＋Ｔ２２、における動作点を示す
。
【図１４Ｄ】周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の再決定すべきときの伝送効率（η）（
予測値）を示したグラフであり、図中の点は再決定すべき制御方向における動作点を示す
。
【図１５】本発明の第５の実施形態の変形例にかかる無線電力伝送システムの構成を示す
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模式図である。
【図１６Ａ】送電アンテナと受電アンテナとの間の距離と最適周波数の関係の一例を示し
たグラフである。
【図１６Ｂ】送電アンテナと受電アンテナとの間の距離と最適負荷の関係の一例を示した
グラフである。
【図１７Ａ】海中無線給電用アンテナ間の離間距離と最適周波数の関係を表す近似式を示
したグラフである。
【図１７Ｂ】海中無線給電用アンテナ間の離間距離と最適負荷の関数を表す近似式を示し
たグラフである。
【図１８】本発明の第５の実施形態の変形例にかかる無線電力伝送システムの動作フロー
の一例を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　次に、本発明を実施するための形態について図面を参照して説明する。なお、以下の説
明では、同じ機能を有するものには同じ符号をつけ、その説明を省略する場合がある。
【００２０】
　（第１の実施形態）
　図１は、本発明の第１の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置１１の構成を示すブ
ロック図である。本実施形態における制御装置１１は、データ収集部１２、データ予測部
１３およびパラメータ制御部１４を有する。この制御装置１１は、無人ヘリコプターまた
はＡＵＶ等である移動体に搭載される。以下、各構成要素について説明する。
【００２１】
　データ収集部１２は、電力を無線で伝送する環境下において発生する環境変動に関する
データを取得する。環境変動とは、移動体の位置および角度等、並びに、移動体周辺の伝
送媒体の環境温度、誘電率および透磁率等の時間経過に伴う変動を指す。そして、データ
収集部１２は、移動体の状態および移動体の外部環境の状態を測定するためのセンサを備
えている。
【００２２】
　データ予測部１３は、データ収集部１２で収集されたデータから、将来の環境変動を予
測する。また、パラメータ制御部１４は、データ予測部１３で推定された制御パラメータ
を基に、移動体制御部１５およびアンテナ制御部１６を制御する。その結果、電力を無線
で受け取る移動体の位置等および移動体に備えられた受電アンテナの制御がなされる。
【００２３】
　さらに具体的には、データ収集部１２は、ジャイロセンサ、温度センサ、圧力センサ等
およびそれらのセンサを駆動させるための周辺回路で構成されている。また、データ予測
部１３は、予測に基づき制御パラメータを推定するための専用回路、またはプロセッサや
プログラム等、および、これらプロセッサやプログラム等を駆動させるための周辺回路等
により構成することができる。また、パラメータ制御部１４は、移動体制御部１５とアン
テナ制御部１６の一方または両方の制御のための専用回路、またはプロセッサやプログラ
ム、および、これらプロセッサやプログラム等を駆動させるための周辺回路により構成す
ることができる。
【００２４】
　次に、本実施形態における、制御装置１１の動作について、順を追って説明する。まず
、データ収集部１２が、上述のセンサを用いて、移動体の状態および移動体の外部環境の
状態を測定する。測定されたこれらの状態情報は、データ化され、データ予測部１３に送
信される。次に、データ予測部１３がデータ収集部１２から送られたデータを受信する。
次に、データ予測部１３が、受信したデータを用いて、環境変動の将来を推定する。次に
、データ予測部１３は、推定された外部環境の状態に対応した制御パラメータを決定する
。決定された制御パラメータは、データ化され、パラメータ制御部１４に送信される。次
に、パラメータ制御部１４が、決定された制御パラメータを受信する。パラメータ制御部
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１４は、制御パラメータを基に、移動体制御部１５およびアンテナ制御部１６の制御を行
う。このように、データ予測部１３は、伝送媒体の特性を示すデータを用いて伝送媒体の
特性の変化を予測した予測伝送特性を導出し、予測伝送特性に対応した制御パラメータを
算出する。
【００２５】
　ここで、データ予測部１３は、以下のような種々の方法を用いて将来の環境変動を推定
することができる。例えば、データ予測部１３は、取得したセンサのデータを時間軸上に
プロットし、外挿法を用いることで、推定することができる。また、データ予測部１３は
、取得したセンサのデータを時間軸上にプロットし、これまでに蓄積したデータテーブル
と比較することで、推定することができる。また、データ予測部１３は、取得したセンサ
のデータをフーリエ変換し、各周波数成分の変動を監視することで、推定することができ
る。
【００２６】
　また、データ予測部１３は、種々の方法を用いて、推定した将来の環境変動に対応した
制御パラメータを決定することができる。例えば、データ予測部１３は、全探索法や、山
登り法を用いて、最適な制御パラメータを決定することができる。さらに、データ予測部
１３は、遺伝的アルゴリズム法を用いることもできる。データ予測部１３は、遺伝的アル
ゴリズム法を用いれば、制御パラメータが多数存在する場合であっても、短い探索時間で
、収束性良く、制御パラメータを決定することが可能となる。
【００２７】
　（効果）
　次に、本実施形態による制御装置１１の効果について説明する。例えば、本実施形態の
制御装置１１を海水中での無線電力伝送に適用した場合を考える。海水中では、海水の温
度変動が定常的かつ不規則に発生することが想定される。海水の温度が変化すると、海水
の導電率が変化する。海水の導電率が変化すると、送受電アンテナの負荷状態が変動する
。そのため、無線電力伝送を安定に行うには、その変動分の補償が必要となる。なお、環
境変動の一因として、海水の温度変動を例にして以下では説明するが、環境変動の要因は
これに限らない。移動体の位置や姿勢、周辺の伝送媒体の誘電率や透磁率等、様々な要因
が変動した場合にも同様の制御が可能であり同様の効果が得られることは言うまでもない
。
【００２８】
　図２は、海水中での無線電力伝送において、海水の温度変動が発生する前（時刻Ｔ０１

）および発生した後（時刻Ｔ０１＋Ｔ２２１）における、周波数と電力伝送効率の関係を
示す特性図である。実線は時刻Ｔ０１、破線は時刻Ｔ０１＋Ｔ２２１での無線電力伝送特
性である。また、図３Ａは、現時点における周波数（ｆ）に対する無線電力伝送の伝送効
率（η）を示したグラフであり、図中の点は時刻Ｔ０１における動作点を示す。
【００２９】
　図３Ａでは、移動体が時刻Ｔ０１において、所定の電力伝送効率と周波数で制御されて
いる。そして、データ収集部１２での温度データ収集、および、データ予測部１３での、
将来の温度変動の推定が開始される。前述のとおり、この温度変動の推定には、外挿法や
、フーリエ変換を用いる方法など、種々の方法を用いることができる。推定した将来の温
度変動に対応した周波数の制御方向が決定される（図３Ｂ）。周波数を小さくする方向に
制御が決定されている。このように決定されるため、図３Ｂに示すように現時点では、伝
送効率が下がる方向に制御されるが、図３Ｃに示すように、推定した将来の温度変動に対
しては、伝送効率が上がる方向に制御されるからである。これに対し、関連技術のように
温度変動をフィードバック制御するような周波数制御では、この場合、時刻Ｔ０１の伝送
特性に基づいて周波数を大きくする方向に決定するからである。このため、関連技術では
、伝送効率が下がる方向に制御されてしまう可能性がある。
【００３０】
　時刻Ｔ０１＋Ｔ１２１までに、データ予測部１３が、推定した将来の温度変動に対応し
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た制御パラメータを決定する。時刻Ｔ０１＋Ｔ２２１においてパラメータ制御部１４が、
移動体制御部１５およびアンテナ制御部１６の制御を開始する（図３Ｃ）。このタイミン
グで、推定したような温度変動が実際に発生し、電力伝送特性は図２の実線から破線のよ
うに変化する。すると、電力伝送特性がたとえ変化しても、この変化を考慮した上での制
御パラメータとなっているので、電力伝送効率は改善する方向に向かう。
【００３１】
　このように本実施形態の制御装置１１が推定する最適化方向に周波数を追随させた結果
、最終的に、最適な周波数および高効率な伝送効率が得られるようになる（図３Ｄ）。以
上のように、関連技術では困難であった、環境変動が生じている場合であっても、より安
定に、より高効率に給電することが本実施形態の制御装置１１では可能となる。本実施形
態の制御装置１１による制御が収束するようすの比較と図示化を次に行う。
【００３２】
　図４Ａは、海水中の無線電力伝送に対して、海水中で温度変動が発生した場合の周波数
制御の効果を説明するために、関連技術を適用した場合における制御量の変動幅を示した
グラフである。図４Ｂは、海水中での無線電力伝送に対して、海水中で温度変動が発生し
た場合の周波数制御の効果を説明するために、本実施形態の技術を適用した場合における
制御量の変動幅を示したグラフである。すなわち、図４Ａ及び図４Ｂは、予測した将来の
温度変化に基づく制御を行わない場合（図４Ａ）と、行う場合（図４Ｂ）における制御量
の比較を示す図である。前提として、時刻２秒の時点において対象とする制御量（負荷な
ど）が変化し、変動が発生したとする。この変動に対して、所定の制御関数のままで補償
した場合が図４Ａであり、本実施形態により予測した将来の温度変化に基づいて時刻１０
秒の時点において制御関数を書き換えて補償した場合が図４Ｂである。すると、図４Ｂの
場合においては、制御量の変動幅が図４Ａの場合よりも少なくなっていることがわかる。
このように、予測的な制御を行った場合、制御量の変動が少なく安定した制御が可能とな
る。
【００３３】
　以上説明してきたとおり、本実施形態によれば、予測された将来の環境変動に対応した
制御パラメータを用いて無線電力伝送を制御することが可能となる。その結果、環境変動
が連続して発生している空中や水中などの環境下であっても、安定して給電することがで
きるという効果を奏する。
【００３４】
　（第２の実施形態）
　図５は、本発明の第２の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置２１の構成を示すブ
ロック図である。図１に示す制御装置１１の構成と図５に示す制御装置２１の構成との差
異は、データ収集部２２にある。すなわち、本実施形態のデータ収集部２２は、センサ２
２１、センサ２２２、センサ２２３等の複数のセンサから構成されている。具体的には例
えば、センサ２２１およびセンサ２２２は温度センサで、センサ２２３は流速センサで構
成されている。その他の制御装置２１の構成は第１の実施形態と同一である。なお、デー
タ収集部２２の構成について、温度センサおよび流速センサの場合を例にして説明を進め
ていくが、センサの種類はこれらに限られない。圧力センサ、ジャイロセンサ、速度計、
カメラ、音響センサ、等の種々のセンサおよびセンサに準ずる機器を用いることができる
。
【００３５】
　次に、本実施形態における制御装置２１の動作について、順を追って説明する。第１の
実施形態の場合と同様、定常的かつ不規則に温度変動が発生する海水中での無線電力伝送
に用いられる場合を例として説明するが、これに限定されるものではない。
【００３６】
　まず、データ収集部２２が、温度センサ、流速センサなどの複数の異なるセンサを用い
て、移動体２７の外部温度および海水の流速を測定する。測定されたこれらの状態情報は
データ化され、データ予測部２３に送信される。次に、データ予測部２３がデータ収集部
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２２から送られたデータを受信する。次に、データ予測部２３が、受信したデータを用い
て、将来の環境変動を推定する。次に、データ予測部２３は推定された外部環境の状態に
対応した制御パラメータを決定する。決定された制御パラメータは、データ化され、パラ
メータ制御部２４に送信される。次に、パラメータ制御部２４が、決定された制御パラメ
ータを受信する。パラメータ制御部２４は、制御パラメータを基に、移動体制御部２５、
および、アンテナ制御部２６の制御を行う。この際、データ予測部２３は、複数の測定さ
れた外部環境の状態に関するデータの相関関係から、将来の環境変動をより精度よく推定
することができる。
【００３７】
　図６は、本実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置２１において、制御の動作を説明
するための図である。移動体２７には、センサ２２１、センサ２２２、センサ２２３およ
びアンテナ２０３が搭載されている。なお、データ予測部２３、パラメータ制御部２４、
移動体制御部２５およびアンテナ制御部２６等は、同様に、移動体２７に搭載されている
が、ここでは、図示を省略する。前述のとおり、センサ２２１およびセンサ２２２は温度
センサであり、センサ２２３は流速センサである。センサ２２１とセンサ２２２は、ある
時刻における温度をそれぞれ計測する。同時刻に、センサ２２３は流速について、その方
向および大きさを測定する。センサ２２１、センサ２２２およびセンサ２２３の情報はデ
ータ化され、データ予測部２３に送信される。データ予測部２３は、センサ２２１および
センサ２２２のデータから、現在の周辺環境の温度分布を計算する。
【００３８】
　次に、センサ２２３のデータ、すなわち、流速の方向およびその大きさから、アンテナ
２０３周辺の温度分布の変化を予測することができる。例えば、センサ２２１とアンテナ
２０３の距離間隔が１ｍ、流速が１ｍ／ｓであった場合、センサ２２１で計測された温度
と、１秒後のアンテナ１０３周辺の温度分布が等しくなることを予測することができる。
このように、測定する物理量が異なる複数のセンサを使って、移動体周辺の現状の温度分
布および移動体周辺の流速等の環境情報を取得し、移動体周辺の将来の温度分布（環境変
動）が推定される。そして、推定された外部環境の状態に対応した制御パラメータを決定
する。制御パラメータの決定以降の動作は、第１の実施形態の場合と同様である。
【００３９】
　（効果）
　本実施形態によれば、予測された将来の環境変動に対応した制御パラメータを用いて無
線電力伝送を制御することが可能となる。その結果、環境変動が連続して発生している空
中や水中などの環境下であっても、安定して給電することができるという効果を奏する。
【００４０】
　さらに、本実施形態では、時間変動する複数のデータを取得し、複数のデータの相関関
係から将来の環境変動を予測することで、より高い精度での将来予測ができる。その結果
、環境変動が連続して発生している環境下であっても、安定して、かつ、高精度に給電す
ることが可能となる。
【００４１】
　なお、前述の第１の実施形態にかかる単一のセンサのデータから予測する方法を、異な
る複数のセンサから取得したデータを用いる本実施形態に組み合わせて使用することがで
きる。そうするとデータ予測の精度がより向上する。さらに、本実施形態では、第１の実
施形態においては予測が容易ではなかった突発的な外乱によって発生する突発的な温度変
動を推定することが可能となる。突発的な変動を予測することは、外挿法やフーリエ変換
を用いた方法では困難であるが、本実施形態では、異なる複数のセンサから取得したデー
タの相関関係を用いて将来の環境変動を推定できるため、突発的な変動にも対応できる。
具体的には、突発的な外乱である突発的な温度上昇があった場合にも、センサ２２３を用
いた移動体周辺の流速の測定およびセンサ２２１を用いた温度上昇の検出によって、受電
アンテナ周辺において突発的に温度上昇が起こる時刻を推定することができる。このよう
に、データ予測の精度および適用範囲が向上するという効果を奏する。
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【００４２】
　（第３の実施形態）
　図７は、本発明の第３の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置３１の構成を示すブ
ロック図である。図５に示す第２の実施形態にかかる制御装置２１の構成と図７に示す制
御装置３１の構成との差異は、移動体制御部３５およびアンテナ制御部３６を含む点にあ
る。そして、移動体制御部３５は、姿勢制御部３５１、姿勢制御部３５２、姿勢制御部３
５３等の複数の制御部から構成されている。具体的には、姿勢制御部３５１は移動体のＸ
軸に関する姿勢を制御し、姿勢制御部３５２は移動体のＹ軸に関する姿勢を制御し、姿勢
制御部３５３は移動体のＺ軸に関する姿勢を制御する機構を備える。また、アンテナ制御
部３６は、負荷制御部３６１、周波数制御部３６２等の複数の制御部から構成されている
。具体的には、負荷制御部３６１はアンテナの最適負荷を制御する機構を備え、周波数制
御部３６２はアンテナの最適周波数を制御する機構を備えている。その他の制御装置３１
の構成は第２の実施形態と同一である。なお、制御パラメータについて、パラメータ制御
部３４が、移動体のＸ、ＹおよびＺ軸に関する姿勢並びにアンテナの最適負荷および周波
数を制御する場合を例にして説明を進めていくが、制御パラメータの種類はこれらに限ら
れない。異なる制御パラメータを制御対象としても良い。
【００４３】
　次に、本実施形態における、制御装置３１の動作について、順を追って説明する。まず
、データ収集部３２が、一つのまたは複数のセンサを用いて、移動体の位置や姿勢などの
状態および移動体の外部環境の状態を測定する。測定された外部環境の状態情報は、デー
タ化され、データ予測部３３に送信される。次に、データ予測部３３がデータ収集部３２
から送られたデータを受信する。次に、データ予測部３３が、受信したデータを用いて、
将来の環境変動を推定する。次に、データ予測部３３は推定された外部環境の状態に対応
した制御パラメータを決定する。決定された制御パラメータは、データ化され、パラメー
タ制御部３４に送信される。次に、パラメータ制御部３４が、決定された制御パラメータ
を受信する。パラメータ制御部３４は、制御パラメータを基に、移動体制御部３５および
アンテナ制御部３６を制御する。移動体制御部３５は、姿勢制御部３５１、姿勢制御部３
５２、姿勢制御部３５３等の複数ある姿勢制御部のうち、一つまたは複数を選択して制御
を行う。アンテナ制御部３６は、負荷制御部３６１、周波数制御部３６２等の複数ある制
御部のうち、一つまたは複数を選択して制御を行う。
【００４４】
　この際、データ予測部３３は、推定した将来の環境変動を基に、移動体のＸ、Ｙ、Ｚ軸
に関する姿勢、アンテナの最適負荷および周波数、などの複数ある制御パラメータの中か
ら所定の制御パラメータを選択する。例えば、電力伝送効率が高くなるような制御パラメ
ータを一つまたは複数選択し、その制御パラメータおよび制御量を、パラメータ制御部３
４に伝達する。
【００４５】
　より具体的には次のとおりである。例えば、アンテナの最適負荷は、アンテナに接続さ
れた整合回路のインダクタンスＬおよびキャパシタンスＣで調整できる。また、アンテナ
の最適周波数は、アンテナに入力される電力の周波数を制御するＶＣＯ（Ｖｏｌｔａｇe
－Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ Ｏｓｃｉｌｌａｔｏｒ：電圧制御発振器）の制御電圧値Ｖ_ＶＣ
Ｏで制御できる。データ予測部３３は、これらＬ、Ｃ、Ｖ_ＶＣＯの各制御パラメータの
うち、いずれか一つまたは複数を使って制御した際に得られる電力伝送効率を計算する。
そして、データ予測部３３は、最適な電力伝送効率が得られる制御パラメータを決定する
。なお、後述するように、この最適周波数および電力伝送効率の目標値は、電力受信側で
ある移動体から電力送信側に帰還される。
【００４６】
　また、データ予測部３３は、前述の制御パラメータを決定するために様々な方法を用い
ることができる。例えば、あらかじめ取得しておいたデータテーブルを基に、予測された
環境変動に対応する最適な制御パラメータを決定しても良い。また、複数の異なる周波数
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における測定結果を基に現在の状況を確認した上で、予測された環境変動に対する結果を
、等価回路解析手法等を用いて計算し、予測された環境変動に対応する最適な制御パラメ
ータを決定しても良い。
【００４７】
　また、データ予測部３３は、種々の方法を用いて、制御パラメータを決定することがで
きる。データ予測部３３は、例えば、全探索法や、山登り法を用いて、最適な制御パラメ
ータを決定することができる。さらに、データ予測部３３は、遺伝的アルゴリズム法を用
いることもできる。データ予測部３３は、遺伝的アルゴリズム法を用いれば、制御制御パ
ラメータが多数存在する場合であっても、短い探索時間で、収束性良く、制御パラメータ
を決定することが可能となる。
【００４８】
　（効果）
　本実施形態の制御装置３１によれば、予測された将来の環境変動に対応した制御パラメ
ータを用いて無線電力伝送を制御することが可能となる。その結果、環境変動が連続して
発生している空中や水中などの環境下であっても、安定して給電することができるという
効果を奏する。
【００４９】
　さらに、本実施形態では、予測された将来の環境変動に基づいて、飛行体やＡＵＶ等の
移動体の位置に関わるパラメータ並びに移動体に搭載された受電アンテナの最適周波数お
よび最適負荷のいずれか一つまたは複数のパラメータの中から電力伝送効率が高くなるよ
うな制御パラメータを選択する。その結果、環境変動が連続して発生している例えば空中
や水中の環境下であっても、安定して、高効率に給電することが可能となる。
【００５０】
　（第４の実施形態）
　図８は、本発明の第４の実施形態にかかる無線電力伝送の制御装置４１の構成を示すブ
ロック図である。図５に示す第２の実施形態にかかる制御装置２１の構成と図８に示す制
御装置４１の構成との差異は、移動体制御部４５およびアンテナ制御部４６を含む点にあ
る。そして、移動体制御部４５は、姿勢制御部４５１、姿勢制御部４５２、姿勢制御部４
５３等の複数の制御部から構成されている。
【００５１】
　具体的には、姿勢制御部４５１は移動体４７のＸ軸に関する姿勢を制御し、姿勢制御部
４５２は移動体４７のＹ軸に関する姿勢を制御し、姿勢制御部４５３は移動体４７のＺ軸
に関する姿勢を制御する機構を備える。また、アンテナ制御部４６は、負荷制御部４６１
、周波数制御部４６２等の複数の制御部から構成されている。具体的には、負荷制御部４
６１はアンテナの最適負荷を制御する機構を備え、周波数制御部４６２はアンテナの最適
周波数を制御する機構を備えている。その他の制御装置４１の構成は第２の実施形態と同
一である。なお、制御パラメータについて、パラメータ制御部４４が、移動体４７のＸ、
ＹおよびＺ軸に関する姿勢並びにアンテナの最適負荷および周波数を制御する場合を例に
して説明を進めていくが、制御パラメータの種類はこれらに限られない。異なる制御パラ
メータを制御対象としても良い。
【００５２】
　次に、本実施形態における、制御装置４１の動作について、順を追って説明する。まず
、データ収集部４２が、一つのまたは複数のセンサを用いて、移動体４７の位置や姿勢な
どの状態および移動体４７の外部環境の状態を測定する。測定された外部環境の状態情報
は、データ化され、データ予測部４３に送信される。次に、データ予測部４３がデータ収
集部４２から送られたデータを受信する。次に、データ予測部４３が、受信したデータを
用いて、将来の環境変動を推定する。次に、データ予測部４３は推定された外部環境の状
態に対応した制御パラメータを決定する。決定された制御パラメータは、データ化され、
パラメータ制御部４４に送信される。次に、パラメータ制御部４４が、決定された制御パ
ラメータを受信する。パラメータ制御部４４は、制御パラメータを基に、移動体制御部４
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５およびアンテナ制御部４６を制御する。移動体制御部４５は、姿勢制御部４５１、姿勢
制御部４５２、姿勢制御部４５３等の複数ある姿勢制御部を制御する。アンテナ制御部４
６は、負荷制御部４６１、周波数制御部４６２等の複数ある姿勢制御部を制御する。
【００５３】
　この際、データ予測部４３は、推定した将来の環境変動を基に、移動体４７のＸ、Ｙ、
Ｚ軸に関する姿勢、アンテナの最適負荷および周波数、などの複数ある制御パラメータの
中から所定の制御パラメータを選択する。例えば、応答速度が速く、かつ、電力伝送効率
が高くなるような制御パラメータを選択し、その制御パラメータおよび制御量を、パラメ
ータ制御部４４に伝達する。この選択する制御パラメータの違いが、第３の実施形態にか
かるデータ予測部３３と、本実施形態にかかるデータ予測部４３との相違点である。
【００５４】
　データ予測部４３の動作について、より具体的には次のとおりである。アンテナの最適
負荷は、アンテナに接続された整合回路のＬおよびＣで調整できる。また、アンテナの最
適周波数は、アンテナに入力される電力の周波数を制御するＶＣＯの制御電圧値Ｖ_ＶＣ
Ｏで制御できる。データ予測部４３は、これらＬ、Ｃ、Ｖ_ＶＣＯのうち、いずれか一つ
または複数を使って得られる電力伝送効率と必要な処理時間を計算する。そして、データ
予測部４３は、最適な電力伝送効率および処理時間が得られる制御パラメータを決定する
。
【００５５】
　データ予測部４３は、種々の方法を用いて、制御パラメータを決定することができる。
データ予測部４３は、例えば、全探索法や、山登り法を用いて、最適な制御パラメータを
決定することができる。さらに、データ予測部４３は、遺伝的アルゴリズム法を用いるこ
ともできる。データ予測部４３は、遺伝的アルゴリズム法を用いれば、制御パラメータが
多数存在する場合であっても、短い探索時間で、収束性良く、制御パラメータを決定する
ことができる。
【００５６】
　（効果）
　本実施形態の制御装置４１によれば、予測された将来の環境変動に対応した制御パラメ
ータを用いて無線電力伝送を制御することが可能となる。その結果、環境変動が連続して
発生している空中や水中などの環境下であっても、安定して給電することができるという
効果を奏する。
【００５７】
　さらに、予測された将来の環境変動に基づいて、飛行体やＡＵＶ等の移動体の位置に関
わるパラメータ並びに移動体に搭載された受電アンテナの最適周波数および最適負荷のい
ずれか一つまたは複数のパラメータの中から応答速度が速くかつ電力伝送効率が高くなる
ような制御パラメータを選択する。その結果、環境変動が連続して発生している例えば空
中や水中の環境下であっても、高速に、安定して、高効率に給電することが可能となる。
【００５８】
　（第５の実施形態）
　図９は、本発明の第５の実施形態にかかる無線電力伝送システムの構成を示す模式図で
ある。まず、本実施形態の構成について説明する。潜水艇などである移動体５７は、海水
中で稼働し、制御装置５１、受電アンテナ５０３および移動体バッテリー５０４を具備し
ている。そして、母船５０は、海上に浮かび、少なくとも送電アンテナ５０２を具備して
いる。以下、各構成要素について説明する。
【００５９】
　制御装置５１は、データ収集部５２、データ予測部５３、パラメータ制御部５４を備え
ている。ここで、データ収集部５２はジャイロセンサとした。データ予測部５３およびパ
ラメータ制御部５４には、将来の環境変動の予測および移動体および移動体に備えられた
受電アンテナ５０３の制御を行うためのプログラムを搭載したプロセッサを用いることが
できる。移動体制御部５５は、潜水艇の位置や姿勢を調整するモーターである。アンテナ
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制御部５６は、受電アンテナ５０３の姿勢を調整するモーターである。
【００６０】
　移動体バッテリー５０４はリチウムイオン二次電池などである。そして、移動体バッテ
リー５０４は、制御装置５１、移動体制御部５５およびアンテナ制御部５６に接続され、
それらを駆動させるために用いられる。この他にも、潜水艇である移動体５７は海底地形
を探査するための図示しない電子機器を種々備えている。
【００６１】
　次に、本実施形態における制御装置５１の動作および送電アンテナを備えた母船５０の
動作により実現される無線電力伝送システムの動作について説明する。ここで、環境変動
として、海中で発生する潮流または浮力等によって移動体５７の位置が変動する場合を本
実施形態では想定する。なお、母船５０は大型船であって揺れが少なく、海上において位
置変動は殆ど起こらないと考えることができる。そのため、送受電アンテナ間の位置変動
については、もっぱら移動体５７側の位置変動を考慮すれば足りる。以上のように、移動
体の位置が変動する場合において、その変動を補償するような制御装置５１の動作および
制御装置５１の動作によって実現される安定した無線電力伝送について以下説明していく
。
【００６２】
　まず、移動体５７が母船５０に接近し、送電アンテナ５０２から受電アンテナ５０３へ
の無線電力伝送が開始される。電力伝送開始と同時に、その開始合図および無線電力伝送
に用いられる周波数または出力等の情報が、図示しない海中音響通信システムによって、
母船５０から制御装置５１に伝達される。次に、データ収集部５２であるジャイロセンサ
が、移動体５７の揺れ情報を取得する。次に、この揺れ情報が、データ予測部５３に送信
される。次に、データ予測部５３が、移動体５７の揺れ情報および現在地情報を基に、将
来の揺れ情報を推定する。なお、移動体５７の現在地は、着水時の位置情報およびジャイ
ロセンサ等による加速度または速度情報を基に精度よく特定できる。
【００６３】
　ここで、データ予測部５３では、将来の揺れ情報を推定するため、外挿法やフーリエ変
換による周波数解析等の方法が用いられる。次に、推定された将来の揺れ情報および母船
５０から送信された情報を基に、制御パラメータ、すなわち、受電アンテナの調整角度お
よび潜水艇の位置を調整するためのモーターのトルク等が決定される。次に、これらの制
御パラメータが、パラメータ制御部５４に送信される。次に、パラメータ制御部５４は、
データ予測部５３で推定された制御パラメータを基に、移動体制御部５５およびアンテナ
制御部５６の一方または両方の制御を行う。このようにして、将来の揺れ情報に対応した
移動体５７および受電アンテナ５０３の位置や向きの調整が行われる。そして、これら一
連の動作は、現在情報を更新しながら繰り返し実行される。
【００６４】
　また、データ予測部５３は、推定された将来の揺れ情報および母船５０から送信された
情報を基に、将来に最適となる周波数および電力伝送効率の目標値を推定する。そして、
この最適周波数および電力伝送効率の目標値を含む伝送情報は、図示しない海中音響通信
システムを介して、制御装置５１から母船５０に伝達される。母船５０内では、この伝達
された目標値となるように、送電アンテナ５０２から出力される電力の周波数および伝送
効率の制御が行われる。その後、無線電力伝送に用いられる周波数または出力等の実際値
を含む伝送情報が、母船５０から制御装置５１に伝達される。そして、データ予測部５３
は、将来に最適となる目標値を推定する際の初期情報として、この伝達された実際値を利
用する。このように目標値および実際値の伝達を相互に行いながら、これら一連の動作は
無線電力伝送システムにおいて繰り返し実行される。
【００６５】
　（効果）
　以上説明してきた動作によって、海中において移動体５７の揺れが定常的かつ不規則に
発生する環境下においても、その移動体５７の揺れを予測して無線電力伝送を行うことが
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できる。その結果、母船５０から海水中の移動体５７に安定的に無線電力伝送することが
可能となる。本実施形態の無線電力伝送システムによれば、制御装置５１が予測された将
来の環境変動に対応した制御パラメータを用いて無線電力伝送を制御することができるの
で、移動体５７への充電効率が向上する。その結果、充電に関わる時間を短くでき、海底
地形探査効率を向上させることができるという効果を奏する。
【００６６】
　（第５の実施形態の変形例）
　次に、図１５乃至図１８を用いて、第５の実施形態の変形例について説明する。図１５
は、本変形例にかかる無線電力伝送システムの構成を示す模式図である。なお、本変形例
の無線電力伝送システムは、上述の第５の実施形態に記載の無線電力伝送システムの構成
と同一であるため、その説明を省略する。
【００６７】
　次に、本変形例における制御装置６１の動作および送電アンテナを備えた母船６０の動
作により実現される無線電力伝送システムの動作について説明する。ここで、環境変動と
して、海中で発生する潮流または浮力等によって移動体の位置が変動する場合を本実施形
態では想定する。なお、母船６０は大型船であって揺れが少なく、海上において位置変動
は殆ど起こらないと考えることができる。そのため、送受電アンテナ間の位置変動につい
ては、移動体６７側の位置変動を考慮すれば足りる。以上のように、移動体の位置が変動
する場合において、その変動を補償するような制御装置６１の動作および制御装置６１の
動作によって実現される安定した無線電力伝送について以下説明していく。
【００６８】
　まず、移動体６７が母船６０に接近し、送電アンテナ６０２から受電アンテナ６０３へ
の無線電力伝送が開始される。電力伝送開始と同時に、その開始合図および無線電力伝送
に用いられる周波数または出力等の情報が、図示しない海中音響通信システムによって、
母船６０から制御装置６１に伝達される。次に、データ収集部６２であるジャイロセンサ
が、移動体６７の揺れ情報を取得する。次に、この揺れ情報が、データ予測部６３に送信
される。次に、データ予測部６３が、移動体６７の揺れ情報および現在地情報を基に、将
来の揺れ情報を推定する。データ予測部６３では、将来の揺れ情報を推定するため、外挿
法やフーリエ変換による周波数解析等の方法が用いられる。ここで、前記データ予測部６
３が予測した揺れ情報（ｘ）は、時間の関数であり、以下の式(１)で表される。
【００６９】
　ｘ＝ｆ（ｔ）・・・式（１）
　すなわち、データ予測部６３は、将来の揺れ情報を推定し、上記式（１）に表される予
測関数を作成する。なお、本実施例においては、ｘを送電アンテナと受電アンテナの相対
距離、として説明を行うが、ｘはこれに限定されるものではなく、媒質の導電率や誘電率
等の種々のパラメータであっても良い。
【００７０】
　次に、データ予測部６３は、前記作成した予測関数ｘ＝ｆ（ｔ）を、あらかじめデータ
予測部６３に格納されている予測制御関数ｙ＝ｇ（ｘ）に代入し、制御パラメータを決定
する。
【００７１】
　ここで、予測制御関数について説明する。予測制御関数は、予測関数ｘ＝ｆ（ｔ）に基
づき、制御パラメータ（周波数や負荷）を決定するための関数である。上述したとおり揺
れ情報ｘは、時間の関数であり、ｘ＝ｆ（ｔ）と表される。このｘは時間変動するが、各
時間において、給電に最適な周波数や、最適なインピーダンスは異なる。図１６Ａは、送
電アンテナと受電アンテナ間の距離と最適周波数の関係の一例を示したグラフである。ま
た、図１６Ｂは、送電アンテナと受電アンテナ間の距離と最適負荷の関係の一例を示した
グラフである。図１６Ａ及び図１６Ｂで示したように、送電アンテナと受電アンテナ間の
距離に応じて、最適な周波数や最適な負荷が異なっている。したがって、時間に応じて変
化するｘに対して、最適な制御パラメータ（周波数やインピーダンス）を選ぶ必要がある
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。図１７Ａは、海中無線給電用アンテナ間の離間距離と最適周波数の関係を表す近似式を
示したグラフである。図１７Ｂは、海中無線給電用アンテナ間の離間距離と最適負荷の関
係を表す近似式を示したグラフである。この近似式は、ｘに対して最適な周波数、または
、負荷をｙで表している。すなわち、前述のｘ＝ｆ（ｔ）を用いて、制御パラメータｙは
、
　ｙ＝ｇ（ｘ）＝ｇ（ｆ（ｔ））・・・式(２)
　と表すことができる。この式を用いることで、予測したｘに応じた最適な制御パラメー
タｙを決定することができる。
【００７２】
　次に、パラメータ制御部６４は、データ予測部６３で推定された制御パラメータｙを基
に、アンテナ制御部６６の制御を行う。このようにして、将来の揺れ情報ｘに対応した周
波数や負荷の調整が行われる。そして、これら一連の動作は、現在情報を更新しながら繰
り返し実行される。以上、第五の実施形態の変形例の動作フローの一例を図１８に示す。
【００７３】
　以上、実施形態（及び実施例）を参照して本願発明を説明したが、本願発明は上記実施
形態（及び実施例）に限定されるものではない。本願発明の構成や詳細には、本願発明の
スコープ内で当業者が理解し得る様々な変更をすることができる。
【００７４】
　この出願は、２０１４年１月２９日に出願された日本出願特願２０１４－０１３８９２
を基礎とする優先権を主張し、その開示の全てをここに取り込む。
【符号の説明】
【００７５】
　１１、２１、３１、４１、５１　　制御装置
　１２、２２、３２、４２、５２　　データ収集部
　１３、２３、３３、４３、５３　　データ予測部
　１４、２４、３４、４４、５４　　パラメータ制御部
　１５、２５、３５、４５、５５　　移動体制御部
　１６、２６、３６、４６、５６、６６　　アンテナ制御部
　１７、２７、３７、４７、５７　　移動体
　５０　　母船
　２２１、２２２、２２３、３２１、３２２、３２３、４２１、４２２、４２３　　セン
サ
　３５１、３５２、３５３、４５１、４５２、４５３　　姿勢制御部
　３６１、４６１　　負荷制御部
　３６２、４６２　　周波数制御部
　５０３　　受電アンテナ
　５０２　　送電アンテナ
　５０４　　移動体バッテリー
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